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第２章 科学技術イノベーションが取り組むべき課題
⼯程表

（別表）



(1)⾰新的技術による再⽣可能エネルギーの供給拡⼤

現在 2015年 2020年 2030年

【社会像】

【⽬ 標】

【社会実装に向けた取組】
□再⽣可能エネルギーシステム設置・保安等に関する環境及び規制制度の整備
□国際競争⼒強化に係る技術基準、認証システム等の国際標準化の推進
□社会的受容性確保に関する取組の推進

エネルギー(1)

クリーンな再⽣可能エネルギーを最⼤限に
利⽤する社会

再⽣可能エネルギー普及のための技術課題の解決
・2018年を⽬途に浮体式洋上⾵⼒発電の実⽤化
・2030年以降に太陽光発電のコストを7円/kWh未満に

＜浮体式洋上⾵⼒発電システムの開発＞

【主な取組】

中間段階において達成しておくべき姿（2020年頃）
□コスト低減等によって低コスト化した再⽣可能エネルギーの順

次実⽤化・普及拡⼤
□再⽣可能エネルギー普及拡⼤を⽀える環境整備
－FITの安定運⽤・環境アセスメント迅速化・送電網等

□ 要素技術開発
－⼩規模〜中規模発電技術の蓄積
－⼤型化、軽量化の推進
－塩害等への耐久性向上
－構造設計の検証
－浮体式システムの施⼯技術開発
－発電制御技術の開発

□ 運⽤⼿法の要素技術開発
－環境影響評価等の技術的⼿法の検討
－監視・アクセス・メンテナンス技術の開発

□ 環境整備
－実証の継続・フィールドの拡充

□ 要素技術開発
－コスト低減に向けた開発

□ 実⽤化技術開発
□ 運⽤⼿法の実⽤化技術開発
□ 国際標準化策定主導・国際競争⼒確保

□ 要素技術開発
－コスト低減に向けた開発

□ 電⼒系統との協調に向けた技術開発
□ 国際標準化策定主導・国際競争⼒確保
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(1)⾰新的技術による再⽣可能エネルギーの供給拡⼤

現在 2015年 2020年 2030年

エネルギー(1)

【主な取組】
（続き）

□ 要素技術開発
－既存太陽光発電の抜本的効率向上、

コスト低減（Si系、CIS系等）
－次世代太陽光発電の技術開発

（有機系、量⼦ドット、ナノワイヤー系等）
□ 国際標準化策定主導・国際競争⼒確保

□ 要素技術開発（7円/kWhの達成）
－既存太陽光発電の抜本的効率向上、

コスト低減（Si系、CIS系等）
－次世代太陽光発電の技術開発・実⽤化

（有機系、量⼦ドット、ナノワイヤー系等）
□ 国際標準化策定主導・国際競争⼒確保

＜太陽光発電システムの開発＞

□ 要素技術開発
□ 実⽤化技術開発
□ 運⽤⼿法の技術開発
□ 環境整備

○世界に先駆けて浮体式洋上⾵⼒発電の実⽤化（2018年を⽬途）
○太陽光発電システムのコスト低減（2030年以降に7円/kWh未満）【関連指標】

□ 要素技術開発
□ 実⽤化技術開発
□ 運⽤⼿法の技術開発
□ 国際標準化策定主導・国際競争⼒確保
□ 環境整備

＜その他再⽣可能エネルギーシステム（地熱・波⼒・海洋温度差等）＞
□ 要素技術開発
□ 実⽤化技術開発
□ 運⽤⼿法の技術開発
□ 国際標準化策定主導・国際競争⼒確保
□ 環境整備

□ 要素技術開発（14円/kWhの達成）
－既存太陽光発電の抜本的効率向上、

コスト低減（Si系、CIS系等）
－次世代太陽光発電の技術開発・実⽤化

（有機系、量⼦ドット、ナノワイヤー系等）
□ 国際標準化策定主導・国際競争⼒確保

2



(2)⾼効率かつクリーンな⾰新的発電・燃焼技術の実現

現在 2015年 2020年 2030年

【社会像】

【⽬ 標】

【社会実装に向けた取組】
□実⽤化に際しての推進法制度及び許認可制度等の整備
□国際競争⼒強化に係る技術基準、認証システム等の国際標準化の推進

エネルギー(2)

発電技術の⾼度化による、経済成⻑と環境
負荷低減を両⽴した社会

⾰新的⾼効率発電・燃焼システムの実⽤化と
⼆酸化炭素回収・貯留技術の適⽤
・定置⽤燃料電池の効率と耐久性の向上
・⼆酸化炭素分離・回収・貯留技術の実⽤化

【主な取組】

中間段階において達成しておくべき姿（2020年頃）
□⽕⼒発電
－1700℃級ガスタービンと先進超々臨界圧⽕⼒発電の実⽤化

□燃料電池
－燃料電池の機能向上

□⼆酸化炭素回収・貯留技術
－⼀貫システムの実⽤化

□ 要素技術開発
－⽕⼒発電の⾼温化技術の開発
（⾼温ガスタービン技術、⾼耐熱材料開発等）
－⽯炭ガス化技術の開発
－燃料電池複合化の要素技術開発

□ 運⽤⼿法の開発

□ 実⽤化技術開発
－1700℃級ガスタービンの技術開発
－⽯炭ガス化複合発電の技術開発
－先進超々臨界圧⽕⼒発電の実⽤化

□ 運⽤⼿法の開発

□ 実⽤化技術開発
－天然ガス⽕⼒の燃料電池・ガスタービン複合

発電の技術開発
－⽯炭ガス化燃料電池複合発電の技術開発

（続く）

＜⾼効率⽕⼒発電の開発＞
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現在 2015年 2020年 2030年

エネルギー(2)

【主な取組】
（続き）

□ 要素技術開発
－固体⾼分⼦型燃料電池の部材・製造技術

開発（コスト低減、耐久性向上等）
－固体酸化物型燃料電池の部材・製造技術

開発（コスト低減、耐久性向上等）
□ 実⽤化技術開発
－固体⾼分⼦型燃料電池⾃動⾞の開発
－固体酸化物型燃料電池の産業⽤システムの

開発（ガスタービン発電との複合等）

【関連指標】

＜燃料電池の開発＞
□ 要素技術開発
－固体⾼分⼦型燃料電池の部材・製造技術

開発（コスト低減、耐久性向上等）
－固体酸化物型燃料電池の部材・製造技術

開発（コスト低減、耐久性向上等）

(2)⾼効率かつクリーンな⾰新的発電・燃焼技術の実現

□ 要素技術開発
－⼆酸化炭素分離回収の既存・新規技術開発
－施⼯技術の開発

□ 実⽤化技術開発
－⼀貫システムの実証フィールド着⼯

□ 運⽤⼿法の技術開発
－環境影響評価等の技術的⼿法の検討
－監視・メンテナンス技術の開発

□ 要素技術開発
－コスト低減のための技術開発

□ 実⽤化技術開発
－⼤規模実証（地中貯留）

□ 運⽤⼿法の技術開発
－環境影響等の評価⼿法の確⽴
－監視・メンテナンス技術の開発

□ 要素技術開発
－コスト低減のための技術開発

□ 実⽤化技術開発
－⼆酸化炭素分離・回収・貯留技術の実⽤化

＜⼆酸化炭素分離・回収・貯留技術の開発＞

□ 要素技術開発
－固体⾼分⼦型燃料電池の部材・製造技術

開発（コスト低減、耐久性向上等）
－固体酸化物型燃料電池の部材・製造技術

開発（コスト低減、耐久性向上等）
□ 実⽤化技術開発
－固体酸化物型燃料電池の産業⽤システムの

開発（ガスタービン発電との複合等）

○1700℃級ガスタービンと先進超々臨界圧⽕⼒発電の実⽤化（2020年頃まで）
○燃料電池の効率と耐久性の向上
○⼆酸化炭素分離・回収・貯留技術の実⽤化(2020年頃までに)
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(3)エネルギー源・資源の多様化
【社会像】

【⽬ 標】

【社会実装に向けた取組】
□海底環境の影響評価実施
□海洋資源開発を⽀える環境整備（活動拠点整備、海洋権益の保全等）

エネルギー(3)

エネルギー⾃給率の向上とエネルギーセキュリ
ティが確保された社会
エネルギー源の多様化実現への貢献
・メタンハイドレートについては、平成30年度を⽬途に、商業

化の実現に向けた技術の整備を⾏う。その際、平成30年
代後半に、企業が主導する商業化のためのプロジェクトが
開始されるよう、国際情勢をにらみつつ、技術開発を進める。

・次世代海洋資源開発技術の確⽴
・⾰新的触媒技術により⽯油利⽤量を削減

中間段階において達成しておくべき姿（2020年頃）
□メタンハイドレート
－2018年度を⽬途に商業化の実現に向けた技術を整備

□⾰新的触媒技術
－要素技術の確⽴

現在 2015年 2020年 2030年
【主な取組】

（続く）

＜メタンハイドレート＞
□ メタンハイドレートの海洋産出試験による⽣産

技術等の実証
□ 賦存海域・賦存量のより詳細な把握
□ ⽣態系などへの環境影響評価等の実施

□ メタンハイドレートの商業化の実現に向けた
技術の整備（2018年度⽬途）

□ 国際情勢をにらみつつ、企業主導による商業
化のためのプロジェクト開始に向けた技術開発
の継続

□ 要素技術開発
－調査技術開発（⽔中⾳響、有⼈・無⼈探査機等）
－⽣産技術開発（設備⼤型化、コスト低減等）
－実フィールドでの調査・⽣産・輸送システム実証
－フィールド試験からの産出結果の分析

□ 活動拠点の開発
－特殊条件下での港湾施設整備技術の確⽴

□ 運⽤⼿法の開発
－環境影響評価、資源量評価等の⼿法確⽴

□ 要素技術開発
－調査技術開発（⽔中⾳響、有⼈・無⼈探査機等）
－⽣産技術開発（設備⼤型化、コスト低減等）
－実フィールドでの調査・⽣産・輸送システム実証
－フィールド試験からの産出結果の分析

□ 活動拠点の開発
－残渣処理等全体システムの整備と利活⽤

□ 運⽤⼿法の開発
－環境影響評価、資源量評価等の⼿法確⽴

□ 要素技術開発
－調査技術開発（⽔中⾳響、有⼈・無⼈探査機等）
－⽣産技術開発（設備⼤型化、コスト低減 等）
－実フィールドでの調査・⽣産・輸送システム実証
－フィールド試験からの産出結果の分析

□ 活動拠点の開発
－残渣処理等全体システムの整備と利活⽤

□ 運⽤⼿法の開発
－環境影響評価、資源量評価等の⼿法確⽴

＜次世代海洋資源開発技術（海底熱⽔鉱床等）＞
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現在 2015年 2020年 2030年

エネルギー(3)

【主な取組】 （続き）

(3)エネルギー源・資源の多様化

□ 要素技術開発
－光触媒開発
－⽔素分離膜開発
－⼆酸化炭素資源化触媒開発
－重質油等⾼度対応処理技術開発

□ 要素技術開発
－光触媒エネルギー変換効率3％到達
－⽔素分離膜モジュール仕様化
－投⼊した⽔素または⼆酸化炭素由来の炭素

のオレフィン導⼊率80％
－重質油等⾼度対応処理技術開発

□ 実⽤化技術開発
－⼈⼯光合成プロセスの開発

□ 要素技術開発
□ 実⽤化技術開発
－同技術を実⽤化

＜⾰新的触媒技術＞

＜バイオ燃料＞
□ 要素技術開発
－微細藻類由来の燃料製造技術開発
－セルロース系由来の燃料製造技術開発

□ 実⽤化技術開発
－セルロース系由来燃料の⽣産システム開発

□ 要素技術開発
－微細藻類由来の燃料製造技術開発
－セルロース系由来燃料の製造コスト低減

□ 実⽤化技術開発
－バイオエタノール⽣産設備の拡⼤・整備

□ 要素技術開発
－微細藻類由来の燃料製造技術開発
－セルロース系由来燃料の製造コスト低減

□ 実⽤化技術開発
－ バイオエタノールの⽣産規模拡⼤
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(4)⾰新的デバイスの開発による効率的エネルギー利⽤

現在 2015年 2020年 2030年

【社会像】

【⽬ 標】

【社会実装に向けた取組】
□国際展開のための技術開発段階からの国際標準化、基準化、認証システムの推進

エネルギー(4)

エネルギーの効率的な利⽤と、国際展開を
ねらう先端技術を有する社会

⾰新的デバイスによるエネルギー利⽤効率の
向上と、エネルギー消費の削減

【主な取組】

中間段階において達成しておくべき姿（2020年頃）
□インバータ
－SiC等のウエハの⼤⼝径化,⾼耐圧化及びシステム化の実現

□モーター
－現在の磁⽯よりも強い⾼性能新規磁⽯の実現

□情報機器
－10倍程度の電⼒効率のノーマリーオフコンピューティング技術を

実現
□照明・ディスプレイ
－軽い、薄い、割れない、フルHD、超低消費電⼒のシートディス

プレイの実⽤化

（続く）

＜インバータ＞
□ 次世代半導体（SiC等）を活⽤したウエハ

及びデバイスの開発
□ 新材料研究開発

（GaN, ダイヤモンド等）

□ 次世代半導体（SiC等）を活⽤した
ウエハの⼤⼝径化、⾼耐圧化の実現

□ 次世代半導体を活⽤したインバータの開発
－⾼性能周辺部品開発

□ 同技術による製品の実⽤化

□ 次世代モーター部材の開発
－⾼性能新規磁⽯開発
－低損失軟磁性体開発

□ 次世代モーター部材の開発
－⾼性能新規磁⽯：

現在の磁⽯よりも⾼い強度の達成
－低損失軟磁性体：

モーター損失を削減
□ 新規磁⽯・磁性体によるモーターの開発

□ 同技術による製品の実⽤化

＜モーター＞
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(4)⾰新的デバイスの開発による効率的エネルギー利⽤

現在 2015年 2020年 2030年

エネルギー(4)

【主な取組】 （続き）

○パワーエレクトロニクスデバイスの市場は20兆円に成⻑（2030年）
○モーターへの希少⾦属利⽤量の低減・⾼効率化【関連指標】

＜情報機器＞
□ 超低消費電⼒デバイスの基礎技術開発
－極端紫外光(EUV)による微細化・低消費電

⼒技術開発
－不揮発性素⼦等の開発
－不揮発性素⼦等を利⽤するソフト・ハードの開発
－半導体チップの三次元実装技術の開発

□ 超低消費電⼒光通信の基礎技術開発
－光電⼦ハイブリッド回路集積技術開発
－実⽤化技術の開発

□ 超低消費電⼒デバイスの開発
－半導体部分の消費電⼒1/10以下の達成
－デバイスの超低電圧化を実現
－半導体チップの三次元実装技術の実現

□ 超低消費電⼒光通信の開発

□ 同技術による製品を開発・実⽤化

＜照明・ディスプレイ＞
□ 超低消費電⼒型シートディスプレイの開発
－プラスチック基盤ディスプレイ要素技術の確⽴
－省エネ有機ELディスプレイの開発

□ ⾼効率次世代照明の開発
－新基盤素材の開発
－有機EL照明の実⽤化技術の開発

□ 超低消費電⼒型シートディスプレイの実⽤化
□ ⾼効率次世代照明のストックで100%を達成

□ 超低消費電⼒型シートディスプレイの技術確⽴
□ ⾼効率次世代照明の開発
－有機EL照明の実⽤化
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(5)⾰新的構造材料の開発による効率的エネルギー利⽤

現在 2015年 2020年 2030年

【社会像】

【⽬ 標】

【社会実装に向けた取組】
□国際展開のための技術開発段階からの国際標準化、基準化、認証システムの推進
□トップランナー基準の推進

エネルギー(5)

エネルギーの効率的な利⽤と、国際展開を
ねらう先端技術を有する社会

＜構造材料＞

【主な取組】

中間段階において達成しておくべき姿（2020年頃）
□構造材料
－輸送機器の構造部材に適⽤
－新材料特性等評価技術の確⽴・標準化

□ 新部素材等技術の基礎研究
－新部素材開発（⾦属系・炭素系等）
－異種材料接合等技術の開発・標準化
－有機系部素材の基礎研究開発
－材料中の希少元素の役割解明

□ 新部素材利⽤技術の開発
－輸送機器開発部位単体における構造軽量化

□ 新材料特性等評価技術の開発・標準化

□ 新部素材利⽤技術の開発
－現⾏輸送機器における構造軽量化

□ 新材料特性等評価技術の確⽴・標準化

□ 新部素材による製品を実⽤化
－次世代輸送機器への適⽤

○⾰新的材料の⾃動⾞・航空機等への適⽤による、現⾏⽐構造軽量化への貢献
○構造材料への希少⾦属利⽤量の低減【関連指標】

⾰新的構造材料によるエネルギー利⽤効率
の向上と、エネルギー消費の削減
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(6)需要側におけるエネルギー利⽤技術の⾼度化

現在 2015年 2020年 2030年

【社会像】

【⽬ 標】

【社会実装に向けた取組】
□国際展開のための技術開発段階からの国際標準化、基準化、認証システムの推進
□エネルギーマネジメント国際規格、環境国際規格等の適⽤拡⼤・推進

エネルギー(6)

⾃律的かつ安定的なエネルギー需給の実現
した社会
・住宅、ビル、地域におけるエネルギーマネジメン

ト技術の確⽴
・⺠⽣部⾨におけるエネルギーマネジメントシステ

ムの普及拡⼤

＜住宅・ビル（HEMS,BEMS）＞

【主な取組】

中間段階において達成しておくべき姿（2020年頃）
□住宅・ビル(HEMS※1,BEMS※2)
－標準的な新築住宅をZEH※3とする
－新築公共建築物等でZEB※4を実現する

□コミュニティ（CEMS※5）
－地域単位でのデマンドレスポンス運⽤⼿法の確⽴

□⽣産プロセス技術
－⾰新的省エネプロセス技術の確⽴

□ ZEH・ZEB技術の開発
－断熱技術の開発
－コスト削減技術の開発

□ ⾼効率家電・スマート家電の開発
－省エネ機器開発及び制御⽅法の検討

□ デマンドレスポンスの開発・実証
－デマンドレスポンスのシステム・運⽤技術開発

□ 新築住宅の平均でZEHを実現
□ 新築建築物の平均でZEBを実現
□ デマンドレスポンスが実証的に順次普及

□ 標準的な新築住宅をZEHとする
－新築公共建築物等でZEBを実現する

□ ⾼効率家電・スマート家電の普及
□ デマンドレスポンス実⽤化に向けたサービスの

開発

（続く）

※1 Home Energy Management System
※2 Building Energy Management System
※3 net Zero Energy House
※4 net Zero Energy Building
※5 Community Energy Management System
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現在 2015年 2020年 2030年

エネルギー(6)

＜⽣産プロセス技術＞

【主な取組】 （続き）

□ ⾰新的省エネプロセス技術の実⽤化
－⾰新的省エネ化学プロセスの開発・実証
－⾰新的製鉄プロセスの開発・実証
－次世代印刷エレクトロニクス技術の開発・実証

(6)需要側におけるエネルギー利⽤技術の⾼度化

＜コミュニティ（CEMS）＞
□ 地域エネルギーマネジメントシステムの技術

開発・実証
－地域単位でのエネルギー情報通信ネットワーク

技術の開発
－地域単位でのデマンドレスポンスシステムの実

現に向けた開発・実証

□ 地域エネルギーマネジメントシステムの普及□ 地域エネルギーマネジメントシステムの確⽴・普及

□ ⾰新的省エネプロセスの技術開発
－⾰新的省エネ化学プロセスの要素技術開発
－環境調和型製鉄プロセスの基礎技術開発
－次世代印刷エレクトロニクス基盤要素技術の

統合

□ ⾰新的省エネプロセスの技術開発
－⾰新的省エネ化学プロセスの要素技術開発
－環境調和型製鉄プロセスの基礎技術開発
－次世代印刷エレクトロニクス基盤要素技術の

統合
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(7)多様なエネルギー利⽤を促進するネットワークシステムの構築

現在 2015年 2020年 2030年

【社会像】

【⽬ 標】
【社会実装に向けた取組】
□⾃治体等を含めた広域展開の枠組みの創設・拡充
□システム構成要素及びシステム技術の国際標準化推進
□システム統合化・事業化の隘路となる規制・制度の整備

エネルギー(7)

多様なエネルギー利⽤を促進するエネルギー
ネットワークシステムの確⽴された社会

基幹系統連系の⾼度化技術の実装

＜分散型エネルギー＞

【主な取組】

中間段階において達成しておくべき姿（2020年頃）
□系統連系技術
－エネルギー情報通信ネットワーク技術の確⽴
－⼤型蓄電池のコスト低減

□分散型エネルギー
－再⽣可能エネルギー・コジェネレーション等の普及促進

□ 再⽣可能エネルギー技術の開発
□ 熱利⽤技術の⾼度化

□ 再⽣可能エネルギー技術の開発
□ 熱利⽤技術の⾼度化

□ 再⽣可能エネルギー技術の開発
□ 熱利⽤技術の⾼度化・コスト低減

□ エネルギー情報通信ネットワークの開発
□ ⼤型蓄電池のコスト低減
□ 基幹系統への蓄電池利⽤技術開発

□ 分散型エネルギーの普及等に合わせ順次
普及

□ エネルギー情報通信ネットワーク技術の確⽴
□ ⼤型蓄電池のコスト低減

＜系統連系技術＞

○世界の蓄電池市場規模（20兆円）の5割を国内関連企業が獲得（2020年）【関連指標】
12



(8)⾰新的エネルギー変換・貯蔵・輸送技術の⾼度化

現在 2015年 2020年 2030年

【社会像】

【⽬ 標】

【社会実装に向けた取組】
□事業化の隘路となる規制の緩和、保安基準の検証・⾒直し
□国際展開のための技術開発段階からの国際標準化、基準化、認証システムの推進

エネルギー(8)

クリーンなエネルギー利⽤を促進するエネル
ギー変換・貯蔵・輸送技術の確⽴された社会

・⽔素インフラの普及、整備
・次世代蓄電池技術の実装化
・超電導送電技術の実装化

＜エネルギーキャリア（⽔素キャリア等）利⽤技術＞

【主な取組】

中間段階において達成しておくべき姿（2020年頃）
□エネルギーキャリア利⽤技術
－新規エネルギーキャリアの基盤技術確⽴
－⽔素インフラの整備
－安全性評価技術の確⽴

□次世代蓄電池技術
－蓄電池材料評価⼿法確⽴
－要素技術開発(電極、電解液、電解質の候補材料開発等)

□蓄熱・断熱技術
－⾼性能断熱材・蓄熱材や熱マネジメント技術の実⽤化

□超電導送電技術
－超電導送電の実⽤化

□ ⾰新的エネルギーキャリア開発
－新規エネルギーキャリアの基盤技術確⽴
－実証段階への移⾏

□ ⽔素インフラ整備
－⽔素ステーションの整備

□ 安全性評価技術の開発・確⽴

□ ⽔素インフラ整備
－⽔素ステーションの整備

□ 安全性評価技術の開発・確⽴

（続く）

＜次世代蓄電池技術＞
□ 蓄電池のコスト低減
□ ⾞載⽤蓄電池の性能限界値の追求
□ 次世代蓄電池技術の開発
－要素技術開発
－蓄電池材料評価⼿法開発

□ 蓄電池のコスト低減
□ 電気⾃動⾞の航続距離を倍に向上
□ 次世代蓄電池技術の開発

－要素技術開発
－蓄電池材料評価⼿法開発

□ 次世代蓄電池技術の開発
－製造技術開発
－蓄電池材料評価⼿法開発

□ ⾰新的エネルギーキャリア開発
－再⽣可能エネルギーによる⽔素製造技術開発
－新規エネルギーキャリアの基盤技術開発
（アンモニア、MCH等）

□ ⽔素インフラ整備
－⽔素ステーションのコスト低減に向けた技術開発
－⽔素ステーションの4⼤都市圏を中⼼とした先⾏整備

□ ⽔素ステーションに係る安全性評価技術の開発
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現在 2015年 2020年 2030年

エネルギー(8)

【主な取組】 （続き）

【関連指標】 ○世界の蓄電池市場規模（20兆円）の5割を国内関連企業が獲得（2020年）

(8)⾰新的エネルギー変換・貯蔵・輸送技術の⾼度化

＜蓄熱・断熱等技術＞

＜超電導送電技術＞
□ 送電ロス低減技術開発（超電導送電等）
－超電導線材の開発

□ 超電導送電の実⽤化

□ 蓄熱・断熱材等の開発
－⾼性能蓄熱・断熱材の開発
－⾼性能熱電変換材料の開発

□ 上記材料を活⽤した熱マネージメント技術の開発

□ 同技術を⺠⽣（ビル・住宅）や産業（⼯場）
へ展開、熱効率向上

□ 同技術を⾃動⾞等に活⽤し普及

□ 送電ロス低減技術の普及

□ ⾼熱密度と⾼出⼒を両⽴する蓄熱システムの開発
□ 同技術を利⽤した⾼効率排熱回収システムの開発
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(1)栄養・⾷⽣活、⾝体活動・運動、休養等の健康や疾病予防に与える影響について疫
学研究等を推進し、健康づくりのエビデンスを創出

現在 2015年 2020年 2030年

【社会像】

【⽬ 標】

【社会実装に向けた取組】
□ 健康⽇本21、Smart Life Project、第2次⾷育推進基本計画、

⺠間事業者による健康増進・予防事業の事業化⽀援

健康⻑寿(1)

国⺠が健やかで幸福な⼈⽣を全うできる社会、健康格差
を⽣まない社会
病気や怪我をしても速やかに社会復帰できる、病気と共⽣
できる安⼼に包まれた社会
健康寿命の延伸、健康寿命と平均寿命の差の縮⼩、
平均寿命の延伸、健康づくりのエビデンスの創出、
ガイドラインの作成、
Smart Life Project 参加企業の拡⼤

＜ 健康づくりのエビデンス創出＞

【主な取組】

中間段階において達成しておくべき姿（2020年頃）
□ 健康寿命の延伸
□ Smart Life Project 参加企業の拡⼤
□ 栄養バランス等に配慮した⾷⽣活を送っている国⺠の割合の

増加

□ 健康や疾病の予防に与える影響についての
疫学研究、公衆衛⽣学的研究、政策研究
の実施

□ 健康指標の推移等の継続的な調査・分析
□ ⾷品の安全性、栄養その他の⾷⽣活（⾷

品の健康機能性・⽣体調節機能を含む）
に関する調査、研究の推進等
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□ 健康や疾病の予防に与える影響についての
疫学研究、公衆衛⽣学的研究、政策研究
の実施

□ 健康指標の推移等の継続的な調査・分析、
分析結果に基づく⾒直し

□ ⾷品の安全性、栄養その他の⾷⽣活（⾷
品の健康機能性・⽣体調節機能を含む）
に関する調査、研究の推進等

□ 健康や疾病の予防に与える影響についての
疫学研究、公衆衛⽣学的研究、政策研究
の実施

□ 健康指標の推移等の継続的な調査・分析
□ ⾷品の安全性、栄養その他の⾷⽣活に関

する調査、研究の推進等

【関連指標】 ○健康寿命の延伸、健康寿命と平均寿命の差の縮⼩
○平均寿命の延伸



(2)重点疾患の予防・診断・治療法の開発（例：がんの⾰新的予防・診断・治療法の開発）

現在 2015年 2020年 2030年

【社会像】

【⽬ 標】

【社会実装に向けた取組】
□ 健康⽇本21、がん対策推進基本計画、第３次対がん10か年総合戦略に続く

新たながん研究戦略実現に向けた主な関連施策

健康⻑寿(2)

国⺠が健やかで幸福な⼈⽣を全うできる社会、健康格差
を⽣まない社会
病気や怪我をしても速やかに社会復帰できる、病気と共⽣
できる安⼼に包まれた社会
健康寿命の延伸、平均寿命と健康寿命の差の縮⼩
平均寿命の延伸、がんの年齢調整死亡率の低減
がん患者とその家族の苦痛の軽減と療養⽣活の質の維持向上

＜予防法の開発＞

【主な取組】

中間段階において達成しておくべき姿（2020年頃）
□ がんの年齢調整死亡率（75歳未満）の20％減少

（2007年と⽐較した2017年の数値⽬標）

□ がん予防法の実現に向けた基礎研究、疫学研
究の推進

□ がん予防法の実現に向けた基礎研究、疫学研
究の推進

□ がん予防法の実現に向けた基礎研究、疫
学研究の推進

□ 発がん機構の解明
□ 個⼈の特性に最適化した予防法の確⽴
□ 研究成果に基づく予防法の啓発・普及

＜診断法の開発＞
□ 次世代がん診断法の実現に向けた基礎研

究・臨床研究・治験の推進、実施
□ 次世代がん診断法の実現に向けた基礎研究・

臨床研究・治験の推進、実施
□ 次世代がん診断法の実現に向けた基礎研

究・臨床研究・治験の実施
□ がん超早期診断法の確⽴

＜治療法の開発等＞
□ 次世代がん治療法の実現に向けた基礎研究・

臨床研究・治験の推進、実施
□ ⾼齢者に適したがん医療の研究推進

□ 次世代がん治療法の実現に向けた基礎研究・
臨床研究・治験の推進、実施

□ ⾼齢者に適したがんの治療法の確⽴
□ がんの⽀持療法、緩和ケア療法の確⽴

□ 次世代がん治療法の実現に向けた基礎研
究・臨床研究・治験の実施

□ がんの個別化医療の確⽴
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○がんの年齢調整死亡率の低減
○がん患者とその家族の苦痛の軽減と療養⽣活の質の維持向上

【関連指標】



(3)⾝体・臓器機能の代替・補完

現在 2015年 2020年 2030年

【社会像】

【⽬ 標】
【社会実装に向けた取組】
□ 細胞・再⽣医療、医療機器の特性に合わせた規制の整備
□ 再⽣医療の安全性を確保するための法整備
□ バイオベンチャー⽀援

健康⻑寿(3)

再⽣医療等製品の薬事承認数の増加

【主な取組】

中間段階において達成しておくべき姿（2020年頃）
□ 再⽣医療等製品の薬事承認数の増加
□ 臨床研究・治験に移⾏する対象疾患の拡⼤（ex. パーキン

ソン病）
□ 再⽣医療関係の周辺機器・装置の実⽤化

□ 体性幹細胞・ES細胞・iPS細胞を⽤いた基礎
研究、臨床研究の実施、実⽤化推進

□ 体性幹細胞・ES細胞・iPS細胞を⽤いた基礎
研究、臨床研究の実施、実⽤化推進

□ 体性幹細胞・ES細胞・iPS細胞を⽤いた基
礎研究、臨床研究の実施、実⽤化推進
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国⺠が健やかで幸福な⼈⽣を全うできる社会、健康格差
を⽣まない社会
病気や怪我をしても速やかに社会復帰できる、病気と共⽣
できる安⼼に包まれた社会

□ 周辺装置・機器の開発、実⽤化⽀援
□ 知財戦略、国際標準化戦略の推進

□ 周辺装置・機器の開発、実⽤化⽀援
□ 知財戦略、国際標準化戦略の推進

□ 周辺装置・機器の開発、実⽤化⽀援
□ 知財戦略、国際標準化戦略の推進

□ 薬事法改正等の法整備
□ 安全性評価基準等、再⽣医療に関するガイド

ラインを順次整備

□ 安全性評価基準等、再⽣医療に関するガイ
ドラインを順次整備

□ 安全性評価基準等、再⽣医療に関するガイ
ドラインを順次整備

○障がい児・者や患者等の社会参加の促進
○再⽣医療等製品の薬事承認数の増加
○再⽣医療市場拡⼤ ： 約90億円（2012年）→ 約1.0兆円（2030年）
○関連する産業である医薬品、医療機器、再⽣医療の国際競争⼒の強化

【関連指標】

＜再⽣医療関連産業のための基盤整備＞

＜開発ガイドライン等の整備＞

＜基礎・臨床・実⽤化への切れ⽬ない研究開発の推進＞



(4)医薬品、医療機器分野の産業競争⼒強化（最先端の技術の実⽤化研究の推進を含む）

現在 2015年 2020年 2030年

【社会像】

【⽬ 標】
【社会実装に向けた取組】

□ ⾰新的医療技術の評価⼿法の確⽴、（独）医薬品医療機器総合機構の体制強化、
臨床研究・治験活性化５か年計画2012 等

健康⻑寿(4)

国⺠が健やかで幸福な⼈⽣を全うできる社会、健康格差
を⽣まない社会
病気や怪我をしても速やかに社会復帰できる、病気と共⽣
できる安⼼に包まれた社会

＜オールジャパンの創薬⽀援体制の構築・強化、臨床研究・治験環境の整備＞

【主な取組】

中間段階において達成しておくべき姿
□ 薬事法等の法整備（2015年頃）

□ 創薬⽀援ネットワークの構築、強化
□ 臨床研究中核病院等の整備
□ 臨床研究・治験の効率化・倫理性・質の向上
□ 研究者・研究⽀援⼈材の養成・確保
□ 国際標準化の推進
□ 国際共同臨床研究・治験の推進
□ 医⼯連携による医療機器開発⽀援

□ 創薬⽀援ネットワークの強化
□ 臨床研究中核病院等の整備
□ 臨床研究・治験の効率化・倫理性・質の向上
□ 研究者・研究⽀援⼈材の養成・確保
□ 国際標準化の推進
□ 国際共同臨床研究・治験の推進
□ 医⼯連携による医療機器開発⽀援

□ 創薬⽀援ネットワークの強化
□ 臨床研究・治験の効率化・倫理性・質の向上
□ 研究者・研究⽀援⼈材の養成・確保
□ 国際標準化の推進
□ 国際共同臨床研究・治験の推進
□ 医⼯連携による医療機器開発⽀援

＜⾰新的医療技術の研究開発・実⽤化の推進及び評価⼿法の確⽴＞
□ ⾰新的医薬品・医療機器の研究開発・実⽤化の推進
□ 開発・審査ガイドラインを順次整備
□ イノベーションの適切な評価

□ ⾰新的医薬品・医療機器の研究開発・実⽤化の推進
□ 開発・審査ガイドラインを順次整備
□ イノベーションの適切な評価

□ ⾰新的医薬品・医療機器の研究開発・実⽤化の推進
□ 開発・審査ガイドラインを順次整備
□ イノベーションの適切な評価

国際共同治験の増加、我が国発の⾰新的医薬品、医療機器の増加
⾰新的医療技術の開発・審査ガイドラインの策定とその活⽤

□ 薬事法改正等の法整備
□ （独）医薬品医療機器総合機構の体制強化
□ 薬事戦略相談事業の拡充

□ （独）医薬品医療機器総合機構の体制強化
□ 薬事戦略相談事業の拡充

□ （独）医薬品医療機器総合機構の体制強化
□ 薬事戦略相談事業の拡充

□ 新興国等の海外医療機関とのネットワークの強化 □ ⽇本式医療拠点の整備 □ ⽇本式医療拠点の整備・拡⼤

○ 国際共同臨床研究・治験の増加
○ 我が国発の⾰新的医薬品、医療機器の増加
○ ⾰新的医療技術の開発・審査ガイドラインの策定とその活⽤

【関連指標】

＜医薬品、医療機器の審査・安全対策のための体制強化＞

＜医療技術と医療サービスが⼀体となった国際展開の推進＞

＜オールジャパンの創薬・医療機器開発⽀援体制の構築・強化、臨床研究・治験環境の整備＞
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(5)働く⼈々の健康づくり

現在 2015年 2020年 2030年

【社会像】

【⽬ 標】

【社会実装に向けた取組】
□ 労働災害防⽌計画に基づく各種取組

健康⻑寿(5)

国⺠が健やかで幸福な⼈⽣を全うできる社会、健康格差
を⽣まない社会
病気や怪我をしても速やかに社会復帰できる、病気と共⽣
できる安⼼に包まれた社会

＜労働安全衛⽣研究の推進とその成果に基づく取組＞

【主な取組】

中間段階において達成しておくべき姿（2020年頃）
□ 死亡災害の撲滅を⽬指して、労働災害による死亡者の数を

15％以上減少させる。
□ 労働災害による休業４⽇以上の死傷者の数を15％以上減

少させる。
□ メンタルヘルス対策に取り組んでいる事業場の割合を80％以

上とする。
（いずれも2012年と⽐較した2017年までの⽬標）

□ サービス業等の第三次産業も含め、幅広く働
く⼈々の健康寿命に影響する職業性疾病、
業務上の怪我等を科学的知⾒に基づき防
⽌するための労働安全衛⽣研究の推進

労働災害の減少

□ サービス業等の第三次産業も含め、幅広く
働く⼈々の健康寿命に影響する職業性疾
病、業務上の怪我等を科学的知⾒に基づ
き防⽌するための労働安全衛⽣研究の推
進やその成果に基づく取組

○労働災害の減少
○労働者の健康増進【関連指標】

□ サービス業等の第三次産業も含め、幅広く
働く⼈々の健康寿命に影響する職業性疾
病、業務上の怪我等を科学的知⾒に基づ
き防⽌するための労働安全衛⽣研究の推
進やその成果に基づく取組
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(6)未来医療開発（ゲノムコホート、バイオリソースバンク、医療技術の費⽤対効果分析研
究の推進、⽣命倫理研究等）

現在 2015年 2020年 2030年

【社会像】

【⽬ 標】

【社会実装に向けた取組】
□ 東北メディカル・メガバンク、バイオバンクジャパン、ナショナルセンターバイオバンク等
□ 統合データベース整備及びそれに必要な⾼度専⾨⼈材の育成

健康⻑寿(6)

質の⾼いコホート研究、バイオリソースバンクの安定的運営
ゲノムコホート研究のメタアナリシスの成果等の活⽤による
先制医療の展開

＜健常者・疾患コホート研究等・バイオバンクの推進と連携＞

【主な取組】

中間段階において達成しておくべき姿
（2020年頃）
□ ⽣体情報・健康情報等の基盤情報の保存・

共有体制の整備
□ バイオバンクの構築、⽣体試料の保管・供給

体制の整備
□ 横断的解析からの疾患関連マーカーの同定
□ 疾患に関わる遺伝・環境因⼦の同定と相互

作⽤の解明

□ 健常者・疾患コホート研究及びその成果等を
活⽤した先制医療のための研究の実施

□ 疾患別バイオリソース・診療情報等の収集、保
存、提供体制の充実

＜情報基盤の整備＞
□ EHR等医療情報連携基盤の構築・拡充⽀援
□ ライフサイエンス分野の統合データベース整備
□ ナショナルセンターのバイオバンクネットワーク構

築、運営

○平均寿命と健康寿命の差の縮⼩
○健康寿命の延伸【関連指標】

□ ライフサイエンス分野の統合データベース整備、
運⽤

□ ナショナルセンターのバイオバンクネットワーク運営、
機能拡充

□ EHR等医療情報連携基盤の構築・拡充⽀援
□ ライフサイエンス分野の統合データベース整備
□ ナショナルセンターのバイオバンクネットワーク運営、

機能拡充
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国⺠が健やかで幸福な⼈⽣を全うできる社会、健康格差
を⽣まない社会
病気や怪我をしても速やかに社会復帰できる、病気と共⽣
できる安⼼に包まれた社会

□ 健常者・疾患コホート研究及びその成果等を
活⽤した先制医療のための研究の実施

□ 疾患別バイオリソース・診療情報等の収集、保
存、提供体制の充実

□ 健常者・疾患コホート研究及びその成果等を
活⽤した先制医療のための研究の実施

□ 疾患別バイオリソース・診療情報等の収集、保
存、提供体制の充実

※EHR : Electronic Health Record



(7)健康、医療、介護分野へのITを活⽤した地域包括ケア等の推進

現在 2015年 2020年 2030年

【社会像】

【⽬ 標】
【社会実装に向けた取組】

□ 個⼈⾃らが医療、健康情報を利活⽤する仕組みの推進
□ 在宅医療と介護の情報連携 □ 介護・医療関連情報の「⾒える化」の推進
□ 標準化した医療情報データベースを⽤いた医薬品等の安全対策の向上
□ 次世代の住宅とまちづくりの観点から、IT技術を⼀層活⽤した⾼齢者の⾒守りサービスや、健

康維持・管理等を⾏う技術の検討・検証

健康⻑寿(7)

国⺠が健やかで幸福な⼈⽣を全うできる社会、健康格差
を⽣まない社会
病気や怪我をしても速やかに社会復帰できる、病気と共⽣
できる安⼼に包まれた社会

＜個⼈が⾃らの医療・健康情報を利活⽤する仕組みの推進 ＞

【主な取組】

中間段階において達成しておくべき姿
（2020年頃）
□ 医療介護連携ネットワークの普及

□ モデル事業サービスの検討 □ モデル事業サービスの実現 □ モデル事業の横展開

＜在宅医療介護の情報連携＞

□ 医療・介護の連携ネットワークの検討 □ 医療・介護の連携ネットワークの普及 □ 医療・介護の連携ネットワークの普及・展開

□ □ □
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○ITを活⽤した地域包括ケアの取組地域の拡⼤【関連指標】

ITを活⽤した地域包括ケアの取組地域の拡⼤



(8) BMI、在宅医療・介護関連機器の開発

現在 2015年 2020年 2030年

【社会像】

【⽬ 標】

【社会実装に向けた取組】
□ 障がい者施策
□ ⽣活⽀援ロボットの安全に関する認証制度整備と国際標準化
□ ロボット介護機器をはじめとする在宅医療・介護関連機器の開発・導⼊促進、

実⽤化⽀援
□ ⽣命倫理の課題解決

健康⻑寿(8)

障がい児・者の社会参加の促進
⾼齢者及び障がい児・者のADL、QOLの向上
⾼齢者の⾃⽴促進、介護現場の負担軽減

＜ BMI技術の開発、実⽤化促進＞

【主な取組】

中間段階において達成しておくべき姿（2020年頃）
□ BMI技術を活⽤した⾝体機能の代替、回復やリハビリテーショ

ン技術、精神・神経疾患の治療法にかかる臨床研究の開始
□ 簡易型BMI機器等の臨床における実証評価、応⽤・安全評

価等
□ ロボット介護機器の普及

□ BMI技術を活⽤した⾝体機能の代替、回復や
リハビリテーション技術、精神・神経疾患の治療
法開発

□ ネットワーク型BMI技術確⽴
□ 簡易型BMI機器開発

□ BMI技術を活⽤した⾝体機能の代替、回復や
リハビリテーション技術、精神・神経疾患の治療
法開発

□ 臨床研究の実施、実⽤化に向けた研究等
□ 臨床における実証評価、応⽤・安全評価等
□ 機器の低価格化、規格化

□ 臨床研究の実施、実⽤化に向けた研究等
□ 臨床における実証評価、応⽤・安全評価等
□ 機器の低価格化、規格化等

＜在宅医療・介護関連機器の開発、実⽤化促進＞
□ ⽣活⽀援ロボットの安全に関する認証制度整

備と国際標準化
□ ロボット介護機器をはじめとする在宅医療・介

護関連機器の開発・導⼊⽀援

□ ⽣活⽀援ロボットの安全に関する認証基盤の
グローバル展開と更なる国際標準化

□ ロボット介護機器をはじめとする在宅医療・介
護関連機器の開発・導⼊⽀援

□ ロボット介護機器をはじめとする在宅医療・介
護関連機器の普及

○⾼齢者及び障がい児・者のADL、QOLの改善、介護者の負担軽減
○BMI、在宅医療・介護関連機器に関連する産業の発展
○ロボット産業（介護・福祉分野）の市場拡⼤：約4000億円（2035年）

【関連指標】
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国⺠が健やかで幸福な⼈⽣を全うできる社会、健康格差
を⽣まない社会
病気や怪我をしても速やかに社会復帰できる、病気と共⽣
できる安⼼に包まれた社会



(9)⼦どもの健康指標改善、⼦どもの健康へ影響を与える環境要因の解明

現在 2015年 2020年 2030年

【社会像】

【⽬ 標】

【社会実装に向けた取組】
□ ⼦どもの健康と環境に関する全国調査(エコチル調査)、健やか親⼦21、

⼩児慢性特定疾患治療研究事業、学校保健の各種施策、周産期医療対策、
がん対策推進基本計画

健康⻑寿(9)

国⺠が健やかで幸福な⼈⽣を全うできる社会、健康格差
を⽣まない社会
病気や怪我をしても速やかに社会復帰できる、病気と共⽣
できる安⼼に包まれた社会

＜⼦どもの健康指標改善＞

【主な取組】

中間段階において達成しておくべき姿（2020年頃）
□ ⼗代の⾃殺率の低減
□ 疾病や健康に影響を与える環境要因に関する仮説の⼀部

検証

□ ⼦どもの健康、難治性の慢性疾患等への医療
等に関する研究の推進

□ ⼩児がんについての研究の推進
□ ⺟⼦保健の取組推進

□ ⼦どもの健康、難治性の慢性疾患等への医療
等に関する研究の推進

□ ⼩児がんについての研究の推進
□ ⺟⼦保健の取組推進

□ ⼦どもの健康、難治性の慢性疾患等への
医療等に関する研究の推進

□ ⼩児がんについての研究の推進
□ ⺟⼦保健の取組推進

□ ⻑期コホート調査の参加者募集・登録、追跡
調査・⼦どもの各成⻑段階のデータの収集、
環境要因の影響解明に向けた解析

□ 疾病や健康に影響を与える環境要因について
の教育の推進

□ ⻑期コホート調査の追跡調査・⼦どもの各成
⻑段階のデータの収集、環境要因の影響解明
に向けた解析

□ 疾病や健康に影響を与える環境要因について
の教育の推進

□ ⻑期コホート調査の追跡調査・⼦どもの各成
⻑段階のデータの収集、環境要因の影響解
明に向けた解析

□ 疾病や健康に影響を与える環境要因につい
ての教育の推進
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⼗代の⾃殺率の低減、児童・⽣徒における肥満児の割合
等の⼦どもの健康指標改善

○ ⼗代の⾃殺率の低減、児童・⽣徒における肥満児の割合等、⼦どもの健康指標
の改善【関連指標】

＜⼦どもの健康に影響を与える環境要因の解明＞



(1)効果的かつ効率的なインフラ維持管理・更新の実現

現在 2015年 2020年 2030年

【社会像】
【⽬ 標】

【社会実装に向けた取組】
□ 技術開発段階からの国際標準化及び国際展開に向けた取組
□ フィールドを活⽤した技術開発の実⽤性の検証と公共調達における先導的導⼊

次世代インフラ(1)

安⼼してインフラを利⽤できる社会
持続的に⽣活や産業を⽀えるインフラを低コ
ストで実現する

＜インフラ点検・診断技術＞

【主な取組】

中間段階において達成しておくべき姿（2020年頃）
□ インフラ点検・診断・維持管理の⾃動化・無⼈化技術等の

現場への導⼊
□ インフラ補修・更新技術の現場への導⼊
□ インフラの耐久性能評価技術の開発

□ ⾃動点検技術・無⼈点検技術等の開発
－維持管理ロボット技術
－⾮破壊検査技術・モニタリング技術
－データマネジメント技術

□ 点検・診断・評価・将来予測技術の⾼度化
－各種監視・観測デバイス等の開発
－点検・診断技術のシステム化

□ ⾃動点検技術・無⼈点検技術等の現場への
導⼊

□ ⾼度化された維持管理に係る技術の現場への
導⼊

□ ⾃動点検技術・無⼈点検技術等の
⾼度化・コスト低減

□ ITを活⽤した点検・診断システムの構築

□ 補修・更新技術の開発
－コンクリートの⻑寿命化に向けた補修技術

□ 構造物の性能評価・性能向上技術の提案
□ 構造材料の耐久性能向上技術の開発
－⾃⼰修復材料の開発等

□ 補修・更新技術の現場への導⼊

□ 構造材料の耐久性向上技術の開発

□ 補修・更新技術の普及

□ 構造材料の耐久性向上技術の開発

○持続的に社会を⽀えるインフラが低コストで実現（2030年）
○点検・メンテナンスロボット関連産業の国内市場規模約2,000億円の⾒込み（2035年）【関連指標】

＜インフラ補修・更新技術・耐久性向上技術＞

24



(2)⾃然災害に対する強靱なインフラの実現

現在 2015年 2020年 2030年

【社会像】
【⽬ 標】
【社会実装に向けた取組】

□ 技術開発段階からの国際的枠組みづくり、国際標準化及び国際展開に向けた取組
□ フィールドを活⽤した技術開発の実⽤性の検証と公共調達における先導的導⼊

次世代インフラ(2)

多様な災害に対応した安全・安⼼を実感で
きる社会
災害による被害を最⼩化できる社会の実現

【主な取組】

中間段階において達成しておくべき姿（2020年頃）
□ 耐震性能等が向上しインフラが強靭化
□ 精度の⾼い予測・観測・情報提供が実現
□ インフラ復旧の⾃動化・無⼈化技術の現場への導⼊

＜耐震性等の強化技術＞
□ 耐震性等の強化技術の開発
－次世代の耐震・免震等の減災技術の

開発・検証

□ 耐震性等の強化技術の実⽤化
－設計指針・関連基準に反映、実⽤化

□ 耐震性等の強化技術の普及・拡⼤

□ ⾼精度センサ等の開発
□ 観測データ集約・分析・予測システムの研究
－災害の早期予測・危険度予測⼿法の開発

□ ⾼精度センサ等の実⽤化
□ 観測データ集約・分析・予測システムの

実証・実⽤化

□ ⾼性能観測網の構築
□ 観測データ集約・分析・予測システムの

⾼機能化

□ 災害情報の迅速な把握・伝達技術の開発
－災害情報の把握のためのITやロボット技術等

の導⼊
□ ⾃動化・無⼈化技術の開発・実証
－災害対応のための建設ロボット技術・消防

ロボット技術の導⼊

□ 災害情報の迅速な把握・伝達技術の
実⽤化

□ ⾃動化・無⼈化技術の実⽤化・現場への
導⼊

□ 災害情報の迅速な把握・伝達技術の
⾼度化

□ ⾃動化・無⼈化技術の⾼機能化

＜災害情報の迅速な把握・伝達技術やロボット等による災害対応・インフラ復旧技術＞

＜地理空間情報等を⽤いた観測・分析・予測技術＞

○災害対応ロボット関連産業の国内市場規模約3,200億円の⾒込み（2035年）【関連指標】 25



(3)⾼度交通システムの実現

現在 2015年 2020年 2030年

【社会像】

【⽬ 標】
【社会実装に向けた取組】
□ 技術の実⽤化や普及促進のための法制度等の仕組みづくり
□ 技術開発段階からの国際標準化及び国際展開に向けた取組

次世代インフラ(3)

世界⼀安全な道路交通を実現した社会

安全・安⼼で快適な交通社会を実現する

【主な取組】

中間段階において達成しておくべき姿（2020年頃）
□ITS技術の⾼度化により交通渋滞が緩和
□安全運転を⽀援するシステムや機器等が⾼度化し普及する

ことで、交通事故が激減

＜交通情報集約・配信技術＞
□ 交通情報集約・配信技術の実⽤化 □ 交通情報集約・配信技術の普及・拡⼤ □ 交通情報集約・配信技術の更なる⾼機能化

□ 交通管制技術の研究・開発
－信号制御・交通情報提供へのプローブ情報活⽤

の研究・開発・普及
－隣接信号機と無線通信する次世代信号機の

研究・開発

□ 交通管制技術の開発・導⼊
－信号制御・交通情報提供へのプローブ

情報活⽤の普及・拡⼤
－隣接信号機と無線通信する次世代

信号機の導⼊開始

□ 交通管制技術の更なる⾼機能化
＜交通管制技術＞

○交通渋滞を2010年⽐で半減（2020年）
○交通事故死者数を2,500⼈以下（2018年）に削減

□ 渋滞対策技術の研究・開発
－路⾞連携による渋滞対策等の研究・開発

□ 安全運転⽀援技術の開発
－通信利⽤型ASV技術等の開発

□ 渋滞対策技術の開発・実⽤化
－路⾞連携による渋滞対策の実施

□ 安全運転⽀援技術の実⽤化・普及
－通信利⽤型ASV※技術等の実⽤化・普及

□ 交通安全⽀援技術の更なる⾼機能化と
普及拡⼤

－⾼度運転⽀援システムの実⽤化

□ ⾃動⾛⾏システムの試⽤開始

＜交通安全⽀援・渋滞対策技術＞

【関連指標】

□ 公 道 ⾃ 動 ⾛ ⾏ 実 験 に 必 要 な 要 件 検 討 と 実 施
※ASV : Advanced Safety Vehicle(先進安全⾃動⾞)
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(4) 次世代インフラ基盤の実現

現在 2015年 2020年 2030年

【社会像】
【⽬ 標】

【社会実装に向けた取組】
□ 技術開発段階からの国際標準化及び国際展開に向けた取組

次世代インフラ(4)

⽣活の豊かさと安全・安⼼を実感できる社会
ビッグデータの利活⽤等により、約10兆円
規模の関連市場を創出する

【主な取組】

中間段階において達成しておくべき姿（2020年頃）
□ 暗黙知を形式知として利⽤できる社会
□ サイバー空間における脅威に対する強靱性を備えた社会
□ インフラ機器選定・接続に制約がない社会

□ データ収集、蓄積・構造化、情報表⽰における技
術の開発

□ ネットワーク仮想化技術、光通信技術を含むネッ
トワーク技術の開発

□ 2010年⽐約35倍のデータを処理可能なビッグ
データ技術の開発

□ ネットワーク仮想化技術の確⽴と光通信技術を含
むネットワーク技術の開発

□ 2010年度⽐約50倍のデータについてリアルタイ
ム解析を実現

□ 1端⼦あたり400Gbps（現在の4倍）の光通
信ネットワークを実⽤化

□ 次世代ネットワークにおけるセキュリティ基本技術
の開発

□ DDoS攻撃時のサイバー攻撃を予知し即応を
可能とする技術の開発・実証

□ 次世代ネットワークにおける情報セキュリティ基
盤の実⽤化

□ ⾼度な標的型サイバー攻撃を解析・検知する
技術の開発・実証及び防御モデルの構築

□ セキュリティ技術の社会実装により誰もが安⼼し
て使⽤できる次世代インフラを実現

＜周囲環境に適応するインフラ基盤とそのデータ利活⽤を実現するビッグデータ技術＞

□ 基本規格の国際標準化作業
□ 統合化技術の開発

□ 関連規格の国際標準化の策定
□ 統合化技術の開発

□ 国際標準に準拠した統合化技術の実証実験
と社会実装

○ビッグデータ関連市場10兆円を創出（2020年）
○情報セキュリティ向上を通じたわが国の経済成⻑への寄与【関連指標】

＜安⼼して利⽤できるインフラのためのセキュリティ技術＞

＜異なるインフラ間を連携する統合化システム＞
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(1)ゲノム情報を活⽤した農林⽔産技術の⾼度化

現在 2015年 2020年 2030年

【社会像】

【⽬ 標】
【社会実装に向けた取組】
□ 企業、⼤学、研究開発法⼈、公設試験研究機関の育種、病害⾍、品

質、栽培⽣理、分⼦⽣物、バイオインフォマティクス等の各分野の研究者に
よる連携体制の強化

□ 新品種に係る知的財産の戦略的な活⽤と保護

地域資源(1)

海外に⽬を向けた強い農林⽔産業の実現
による活⼒に満ちた地域社会
新品種育成の迅速化、農林⽔産業の⽣産
性向上

【主な取組】

中間段階において達成しておくべき姿（2020年頃）
□ 新品種の育成期間を⼤幅に短縮することで地域で

のブランド化、商品開発が進展
□ ゲノム情報の活⽤を通じて⽣産コストを低減し、農

林⽔産業に係る⽣産性が向上
□ 地域のニーズに応じたDNAマーカー選抜育種を展開

□ DNAマーカー選抜育種
－有⽤遺伝⼦の特定、DNAマーカー、育種

素材の開発
□ 新育種基盤技術
□ ⾼度情報処理技術等の活⽤
□ 知的財産の保護戦略

□ 家畜の重要形質に関するDNAマーカー開発。
繁殖技術、疾病予防技術への応⽤

□ ⾼温耐性品種等の開発（国際連携を含む）

□ 家畜の⽣産性の⼤幅向上
□ 国際的な気候変動への対応技術の向上

□ DNAマーカーや育種素材を活⽤した品種
育成期間の⼤幅短縮（12年→4年）及び
DNA選抜育種の全国展開

□ 新育種技術
□ 効率よく有⽤遺伝⼦を特定・創出する技術

の開発
□ 知的財産の保護戦略

□ ニーズに応じた画期的な新品種の開発
□ 新品種開発の⾶躍的効率化
□ 新品種に係る知的財産の戦略的な活⽤と

保護

○新品種育成期間を⼤幅に短縮（現⾏の12年間から、2020年に4年間に短縮）
○家畜の⽣産性向上【関連指標】

□ 開発した⾰新的な家畜の育種・繁殖・疾
病予防技術の実証

□ ⾼温耐性品種等の開発（国際連携を含む）

＜ゲノム情報を活⽤した新たな育種技術＞

＜ゲノム情報を活⽤した⽣産性向上＞
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(2)医学との連携による⾼機能・⾼付加価値農林⽔産物の開発

現在 2015年 2020年 2030年

【社会像】

【⽬ 標】
【社会実装に向けた取組】
□薬事法の承認に向けた安全性・有効性の評価の実施⽀援
□コホート研究等、⼤規模な疫学調査の実施
□医学との連携による、個⼈の健康状態に応じた⾷品等の供給システム（テー

ラーメードシステム）の構築、産業化

地域資源(2)

農林⽔産物が有する機能を活⽤した新産業
が創出される社会

機能性農林⽔産物等を核とした新市場の創出

【主な取組】

中間段階において達成しておくべき姿（2020年頃）
□ 農産物を利⽤した医薬品、医療⽤新素材について実

⽤化の⽬途
□ 個⼈の健康状態に応じた⾷品等の供給システム
（テーラーメードシステム）の確⽴・産業化

□ 農林⽔産物の機能性成分に関するデータベースの
構築

＜農産物を利⽤した医薬品・医療⽤新素材＞

＜農林⽔産物の機能性解明とテーラーメードシステム＞

□ 農産物を利⽤した医薬品、医療⽤新素材
の開発

□ 予防医学との連携による科学的エビデン
スの取得・蓄積

－疫学調査（コホート研究）
－機能性成分を有する農林⽔産物のデータ収集

□ 機能性成分の解析評価技術

□ 農産物を利⽤した医薬品・医療⽤新素材等
の実⽤化、医療現場での実装、産業化

□ 個⼈の健康状態に応じた⾷品等の供給シス
テム（テーラーメードシステム）の普及

□ 機能性成分を含有する農林⽔産物・⾷品
（アグロメディカルフーズ等）の新市場の創
出・拡⼤

□ 機能性農林⽔産物の⾼精度で効率的な
⽣産・輸送システムの構築

□ 農産物を利⽤した医薬品、医療⽤新素材
の実⽤化に向けた安全性・有効性評価

（動物試験→ヒト（治験））

○機能性農林⽔産物等を核とした新市場の創出【関連指標】

□ 予防医学との連携による科学的エビデン
スの取得・蓄積

－個⼈ごとの摂取条件の特定
－新たな機能性成分の同定、作⽤機序解明
－解析評価技術の実⽤化・普及

□ 産業化技術（品質保持、低コスト化等）
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(3)IT・ロボット技術等による農林⽔産物の⽣産システムの⾼度化

現在 2015年 2020年 2030年

【社会像】
【⽬ 標】

【社会実装に向けた取組】
□ IT、ロボット導⼊等の⼤規模実証
□ ノウハウに係る知的財産関係の整理、国際標準化等への検討。
□ ⽔産物⽣産・加⼯施設に対するEU・HACCP認定⼿続の迅速化

地域資源(3)

働きやすく持続可能な農林⽔産業を持つ社会

労働コスト・作業負荷の⼤幅削減及び⽣産
性の向上

【主な取組】

中間段階において達成しておくべき姿（2020年頃）
□ アグリインフォマティクス(AI)技術を活⽤し匠の技術・ノウハウの

⾒える化と活⽤技術の開発による⾼収量・⾼収益モデルの実現
□ IT・ロボット技術による労働コスト・作業負荷の⼤幅な削減
□ 完全養殖技術による⼈⼯稚⿂の本格的供給
□ 林業再⽣による⽊材資源の有効活⽤

□ アグリインフォマティクス(AI)技術
－作業の数値化、データマイニング、センサ技術、画像処理

技術、フォーマット化等
□ IT、ロボット技術
－⾃動化技術の⾼度化（姿勢制御・障害物回避等）、

システム間のインタフェース標準化、ITを活⽤した⽣産シス
テムの⾼度化、ユビキタス環境制御システム開発

－低コスト・省⼒⽣産システムの⼤規模実証
－多様な業態にあわせた作業体系の普及

□ アグリインフォマティクス(AI)技術
－遠隔モニタリングとも組み合わせたAI システム、

収量予測システム、経営マネジメント⽀援システムの普及
－多様な業態に応じた匠の技術のデータ整備
□ IT、ロボット技術
－低コスト・省⼒⽣産システムの⼤規模実証
－多様な業態にあわせた作業体系の普及
－ユビキタス環境制御システムの普及

□ 飼育環境制御（安定採卵）、⼤量⽣産技術
（⼈⼯飼料、⼤型飼育装置）、⾼品質化

□ ⼈⼯稚⿂の養殖適性実証（成⻑・⽣残
特性評価、出荷時の品質評価）

□ ⼈⼯稚⿂、⼈⼯飼料を活⽤した沖合等での
⼤規模養殖⽣産技術の普及

【関連指標】

□ ⽊質構造材の⽣産技術開発
□ 森林資源観測の情報把握技術開発
□ 花粉発⽣源対策推進のための技術開発
□ IT技術を適⽤した伐採・造林機械の開発

□ 建築⽤構造材としての必要性能の確保
□ モデル地域での⼤規模実証
□ 少花粉スギ等苗⽊の効率的増産技術の普及
□ 低コスト林業の伐採・造林システムの開発

□ RC建築の代替技術として確⽴
□ 森林資源観測技術の全国レベルでの普及
□ 少花粉スギ等苗⽊の供給の確⽴
□ 伐採・造林システムの普及

＜飼育環境制御の⾼度化等による完全養殖システム＞

＜IT、ロボット技術等による⽣産システムの⾼度化＞

＜⽊材⽣産のスマート化・加⼯技術の⾼度化等による林業再⽣＞

□ アグリインフォマティクス(AI)技術
－AIシステム、収量予測システム、経営マネジメント⽀援シ

ステムの開発・普及
□ IT、ロボット技術
－トレーサビリティシステム・⾃動化技術の⾼度化、⽣産シス

テム・操作インターフェースの標準化、ユビキタス環境制御
システムの開発

－低コスト・省⼒⽣産システムの⼤規模実証
－多様な業態にあわせた作業体系の普及

○省⼒化・⽣産性向上技術の開発（⼟地利⽤型農業での労働コスト半減（2018年））
○⾼収量・⾼収益化技術の開発（施設園芸で収量倍増（2015年））
○ウナギ、クロマグロ等の完全養殖の商業化（2020年）
○少花粉スギ等苗⽊の供給量を概ね1000万本に増⼤（2017年） 30



(4)⽣産技術等を活⽤した産業競争⼒の涵養

現在 2015年 2020年 2030年

【社会像】

【⽬ 標】

【社会実装に向けた取組】
□ 地域の中⼩企業・個⼈事業家や起業意欲のある市⺠のための⾰新的

技術の習得機会の創設

地域資源(4)

⾼度なITや⽣産技術を活⽤した活⼒ある
地域経済が実現した社会
少量多品種のフレキシブルなものづくりが実
装され、地域の産業として確⽴

【主な取組】

中間段階において達成しておくべき姿（2020年頃）
□ 少量多品種のフレキシブルなものづくりを実現
□ ⾰新的⽣産技術の低コストの実現
□ 地域のものづくり産業への適⽤
□ ⾃動⾞・航空機等の基幹産業への適⽤

＜新製造技術＞
□ 設計・CAE（３次元モデリング）技術
□ 加⼯シミュレーション技術
□ 最先端レーザーやナノテクノロジー等の基盤

技術開発
□ 三次元造形装置の開発

□ クラウドネットワーク⽣産技術の確⽴
→遠隔地におけるCADデータの共有

□ 半導体⽤リソグラフィー、成膜装置等の開発
□ 半導体の超⼩型製造システム（ミニマルファ

ブ）の開発

□ 加⼯技術の低コスト化・省エネ化技術
□ デバイスと材料の融合技術

→⾦属材料の加⼯等
□ 地域のものづくり産業での応⽤
□ 国際標準に向けた取組

□ ミニマルプロセス・ライン開発

□ ⾃動⾞・航空機等の基幹産業への適⽤
□ ⽣体材料産業への適⽤

□ 各種センサー等の少量多品種チップの
⼤幅なコストダウンを⾏うことで地域の産業
競争⼒を⽀援

○少量多品種のフレキシブルなものづくりが実装され、地域の産業として確⽴【関連指標】
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(5)サービス⼯学による地域のビジネスの振興

現在 2015年 2020年 2030年

【社会像】
【⽬ 標】

【社会実装に向けた取組】
□ 「サービス⼯学」等の新たな技術領域の専⾨家と地域⼈材とのマッチング⽀援
□ ⼤規模データの収集・解析等に関する研究開発プロジェクト
□ サービスの品質や提供効率性を評価するためのベンチマーク⼿法の標準化

地域資源(5)

⾼度なIT技術や⽣産技術を活⽤した活⼒ある地
域経済が実現した社会

サービス⼯学等を活⽤し、新たな価値を創造すること
で地域産業の振興、地域経済の活性化が実現

【主な取組】

中間段階において達成しておくべき姿（2020年頃）
□ サービス⼯学等を活⽤し、新たな価値を創造することで地域産業

の振興
□ 地域経済の活性化による⼈・モノ・カネの流⼊
（例：観光、医療、ヘルスケア、流通、販売、農林⽔産、防災等）
□ 地域雇⽤の創出

＜サービス⼯学研究＞
□ センサのユビキタス化
□ データマイニング、⼈の知覚・⼼理の分析と予測
□ サービスプロセスの可視化・設計ツール
□ サービスベンチマーク⼿法の開発

□ センサネットワークの応⽤開発
□ サービスプロセスシミュレーションの開発
□ サービスベンチマーク⼿法の開発

□ 地域産業のニーズに応じたセンサの⾼度化、
ユビキタス化、最適化と予測

□ 可視化・設計ツールの導⼊によるサービス向
上、企業再編・業務改善

□ サービス⼯学ツールのモジュール化による導⼊
コスト削減

□ ミクロオペレーションと経営指標の統合モデル
□ 顧客⾏動シミュレーション技術

□ 地域産業のニーズに応じたセンサの⾼度化、
ユビキタス化、最適化と予測

□ シミュレーション技術の導⼊によるサービス向
上、企業再編・業務改善

□ ベンチマークによる地域性の把握、経営戦略
⽴案

□ 地域・業種の枠組みを超えた連携、⽣活者
起点のサービスのカスタマイズ

□ 地域のグローバルサービス拠点化
□ ベンチマークによる地域間⽐較、広域サービ

ス展開

○サービス⼯学等を活⽤し、新たな価値を創造することによる地域産業の振興
○地域経済の活性化による⼈・モノ・カネの流⼊【関連指標】

＜サービス⼯学のノウハウと様々な地域資源の組合せ＞
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(6)地域の産学官が連携した研究開発や地域経済活性化

現在 2015年 2020年 2030年

【社会像】

【⽬ 標】

地域資源(6)

地域の強みを活かした地域経済の活性化
が実現した社会

産学官が連携した地域イノベーションの実現
による我が国経済成⻑への寄与

【主な取組】

中間段階において達成しておくべき姿（2020年頃）
□ 地域における新産業クラスターの拡⼤
□ それぞれの強みを活かした地域経済の活性化

（続く）

□ ポスドク等の企業派遣制度の試⾏的実施 □ 企業研究者と⼤学研究機関の相互⼈材
交流制度の確⽴

□ ⾼度⼈材の流動化に係る諸制度の確⽴
□ ⾼度⼈材と地域企業等による新産業・新事業

の創出

□ オンリーワンやナンバーワンの技術を活⽤し
地域の特⾊に応じたクラスターの組成と取組
の推進

□ 地域の特⾊に応じた各種⽀援制度の推進

□ オンリーワンやナンバーワンの技術を活⽤し
地域の特⾊に応じたクラスターの組成と取組
の推進

□ 地域の特⾊に応じた各種⽀援制度の推進

□ 地域の特⾊に応じたクラスターによる地域経済
の牽引

□ 各クラスターにおける⾼度研究開発⼈材・ノウ
ハウ・企業情報等の蓄積

□ 各クラスター間における産学官連携の推進

□ 各クラスター間における広域連携プロジェクト
の推進

□ 地域のリソースを広域で活⽤するネットワークの
確⽴

○地域経済の活性化を通じた我が国経済成⻑への寄与【関連指標】

＜地域における⾼度⼈材の発掘・育成・登⽤＞

＜地域の特⾊に応じた研究開発・実⽤化の促進＞

＜地域を超えた産学官連携の促進＞
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現在 2015年

復興再⽣(1)

2014年 2018年

(1)住⺠の健康を災害から守り、⼦どもや⾼齢者が元気な社会の実現

□ ⼤規模災害時の医療の確保に関する研究 実⽤化

＜被災者に対する迅速で的確な医療の提供と健康の維持＞

□ 東⽇本⼤震災における被災者の健康状態及び⼤規模災害時の健康⽀援に関する
研究

⼀部実⽤化（⾼齢者の⽀援等に関するガイドライン等）

【主な取組】
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現在 2015年

復興再⽣(2)

2014年 2018年

(2)災害にも強いエネルギーシステムの構築

□ 多様化する⽕災に対する安全確保

実⽤化

実⽤化

⼀部実⽤化

＜産業施設による⽕災等の⼆次災害の発⽣防⽌機能の強化＞

＜東北復興次世代エネルギー研究開発プロジェクト＞
□ 三陸沿岸における海洋再⽣可能エネルギーの研究開発
□ 微細藻類のエネルギー利⽤に関する研究開発
□ 地域の再⽣可能エネルギーを活⽤できるエネルギーモビリティ統合マネジメントシステムの研究開発

□ ⽯油タンクの地震・津波時の安全性向上及び堆積物⽕災の消⽕技術に関する研究

【主な取組】
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現在 2015年

復興再⽣(3)

2014年 2018年

(3)地域産業における新ビジネスモデルの展開

□ ⾷料⽣産地域再⽣のための先端技術の展開

□ 被災地の沿岸域における海洋⽣態域の調査研究

＜競争⼒の⾼い農林⽔産業の再⽣＞

＜⾰新的技術・地域の強みを活⽤した産業競争⼒強化による被災地での雇⽤創出・拡⼤

随時実⽤化

⼀部実⽤化
(新製品開発等)

新たな技術
体系の普及

□ 東北地⽅が強みを有するナノテクノロジー・材料分野・再⽣可能エネルギーにおける産学官の協働による研究開発拠点の形成
□ 希少元素⾼効率抽出技術、超低損失磁⼼材料技術、超低摩擦技術に関する先端技術開発

□ 産学官⾦連携による地域の強みや特性、被災地企業のニーズに基いた共同研究開発の促進

導⼊効果を把握した個別技術の被災地への導⼊

複数の先端技術を組み合わせた⼤規模実証

⼀部実⽤化（得られた知⾒・情報のとりまとめ、地元
漁協・⾃治体への提供）

【主な取組】
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現在 2015年

復興再⽣(4)

2014年 2018年

(4)災害にも強い次世代インフラの構築

（続く）

実⽤化

実⽤化

実⽤化

実⽤化

実⽤化

＜災害に対する構造物の強靱性の向上＞

＜より低コストな液状化被害防⽌＞

⼀部実⽤化

実⽤化

実⽤化

一部実用化

実⽤化

＜地震発⽣情報の正確な把握と迅速かつ適切な発信＞

＜⼤量の災害廃棄物の迅速、円滑な処理と有効利⽤＞

＜地理的条件を考慮した配置・設計によるまちの津波被害の軽減＞

□ 津波が越えても壊れにくい防波堤構造の開発

□ Ｅ－ディフェンスを活⽤した社会基盤研究

□ 災害に強いまちづくりのための海溝型地震・津波に関する総合調査

□ 電磁波（⾼周波）センシング等による建造物の⾮破壊健全性検査技術の研究開発

□ 海溝型巨⼤地震等の地震特性を踏まえた建築物の耐震性能設計技術の開発

□ ⾮構造部材（外装材）の耐震安全性の評価⼿法・基準に関する研究

□ ⼤規模地震・津波に対する河川堤防の複合対策技術の開発

□ 災害廃棄物の迅速・円滑な処理を⽬指した処理技術・システムの開発

□ 断層⾯の⼤きい地震、広域で連続して発⽣する地震の処理⼿法の緊急地震速報
への適⽤

□ 市街地における低コスト液状化対策技術に関する研究

【主な取組】
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現在 2015年

復興再⽣(4)

2014年 2018年

(4)災害にも強い次世代インフラの構築

⼀部実⽤化

実⽤化

＜必要な情報の把握・伝達⼿段の強靱さの確保＞

実⽤化

実⽤化

＜迅速かつ的確な避難⾏動をとるための備えと情報提供＞

＜津波発⽣情報の迅速かつ的確な把握＞
実⽤化

⼀部実⽤化

実⽤化

＜災害現場からの迅速で確実な⼈命救助＞

＜迅速かつ的確に機能する強靱な物流体系の確保に資する基盤技術の確⽴＞

□ 災害時の情報伝達基盤技術に関する研究開発

□ 陸域観測技術衛星２号（ALOS-2）等の研究開発

□ 航空機SARによる⼤規模災害時における災害状況把握

□ ⼤規模広域型地震被害の即時推測技術に関する研究

□ 東南海地震の想定震源域における地質試料の採取、海底下の密度・圧⼒等の計測、地質試料や計測データの分析等

□ 港湾堤外地における津波からの安全性向上のための避難⾏動計画システムの構築

□ 震度分布に基いて地震規模を推定する⼿法の開発
□ GNSS(衛星測位システム)、GPS波浪計からのデータの活⽤⼿法の開発

□ 「緊急津波予測技術・津波災害対応⽀援システム」の実現に向けた地震津波モニタの開発、即時的に津波を予測する技術の研究

□ 無⼈ヘリ等による偵察技術、監視技術
□ 消防⾞両による⽔やガレキが滞留している領域の踏破技術、救助技術

⼀部実⽤化（⼩型航空機に搭載可能なSAR）

⼀部実⽤化（ALOS-2の⾼分解能観測データ活⽤システム）

（続き）【主な取組】
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現在 2015年

復興再⽣(5)

2014年 2018年

(5)放射性物質による影響の軽減・解消

実⽤化

⼀部実⽤化（吸着・安定化材料等）

実⽤化

＜除染等作業を⾏う者の被ばく防⽌＞

⼀部実⽤化（影響測定技術・装置）

⼀部実⽤化（モニタリング⼿法）

実⽤化

随時実⽤化

＜放射性物質による健康への影響に対する住⺠の不安を軽減＞

⼀部実⽤化（廃棄物処理・処分技術）

実⽤化

随時実⽤化

＜放射性物質の効果的・効率的な除染と処分＞

＜農⽔産物、産業製品の放射性物質の迅速な計測・評価、除染及び流通の確保＞

□ 低線量放射線の健康への影響の研究
□ 放射線による福島県の環境への影響測定・評価と低減策の提⽰
□ 放射線による事故復旧作業者への影響評価

□ 様々な環境における放射性物質の実態・動態の把握
□ 放射性物質に汚染された廃棄物の処理・処分技術の確⽴

□ 放射線濃度の効率的で迅速な測定作業を可能とする⼿法の確⽴
□ ガイドライン等の改正

□ 除染作業の効率化、⼟壌等除染除去物の減容化
□ 放射性物質に汚染された廃棄物の処理技術

□ ⾃然環境中の放射性物質の移⾏挙動モデル確⽴
□ 放射性物質分布予測モデル開発

□ ⼟壌等へのセシウムの科学的結合状態・汚染機構の解明
□ 効果的・効率的な吸着・安定化材料等の研究開発
□ 除染技術・廃棄物処理技術の開発・評価

□ ⾷品中の放射性物質モニタリング⼿法開発
□ ⾷品中の放射性物質に関する基準値の妥当性検証に必要な科学的知⾒の収集

□ 農地⼟壌除染技術体系の構築・実証
□ ⾼濃度汚染農地⼟壌の現場における処分

技術の開発
□ 放射性セシウム動態予測技術の開発

【主な取組】
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